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まえがき 

 

 地震と津波によって２万人近い死者・行方不明者と史上最悪の原発事故をも

たらした東日本大震災からやがて１周年を迎える。 

私たちが日々の事業や生活を営む京都では、東日本大震災の教訓を踏まえて、

京都府と京都市をはじめとする市町村が地域防災計画の見直し作業を進めてい

る。行政の計画は主に地域住民を対象として策定されているが、企業活動の継

続・再生が地域の復旧・復興の大きな原動力であることが東日本大震災の教訓

としても改めて明らかになった。 

私たちは、防災対策の見直しには、ぜひこうした企業活動の視点が必要だと

考える。また、府と市は緊急非常時体制の司令塔としてハード、ソフトの両面

で信頼に足る役割を果たしてほしい。 

復興施策の司令塔となる復興庁が２月10日にようやく発足したが、被災地の

復旧・復興はいまだ道半ばといわざるを得ない。 

東日本大震災では、上場企業の３割に当たる1,135社が建物損壊や生産ライン

に被害を受けた。復旧・復興が遅れれば、被災地からの企業移転がさらに進み

かねない。 

また、関連の企業倒産が昨年末調査で500件を超えた。倒産に集計されない事

業停止や破産などの法的整理を合わせると551件になった。発生後ほぼ１年が経

過した現在も企業倒産は続いている。 

大震災からの復旧・復興が進む中で、企業活動の継続・再開はその中核に位

置する。被災地域に住む人たちに日々の仕事があり、収入の道があってこそ、

復旧・復興は着実な足取りをたどることができるからだ。 

被災地の現実に目を向けると、仕事がないために避難所暮らしを余儀なくさ

れたり、住み慣れた土地を離れて暮らす人たちが少なくない。被災者は地域に

暮らす生活者であると同時に地域を豊かにする商品やサービスを提供する働き

手であり、地域に貢献する納税者でもある。 

私たちは経済団体の一員として、事業活動の継続と速やかな事業再開を求め

る立場からこの提言書を取りまとめた。東日本大震災の貴重な教訓は、事業の

継続、再開こそが震災からの復旧・復興の大きな柱であると考えるからだ。 

阪神・淡路大震災を経験した関西地区では、東海・東南海・南海地震の脅威

がいよいよ現実味を帯びてきている。 

京都経済同友会は、経済人の立場から既存の枠組みにとらわれないさらなる

地域防災計画の見直しを強く求める。京都府の新たな防災対策に私たちの提言

が反映されることを切に希望する。 
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防災対策見直しに対する提言 

 

１．東日本大震災後の被害想定の見直しの京都への影響を含め、京都における 

地震被害の想定結果の速やかな公表と緊急非常時体制、復旧・復興シナリ 

オの策定 

 

① 企業が防災対策を進めるに当たって、想定すべき発生確率の高い地震、

影響度が大きい地震について分かりやすく示されたい。 

② 被害想定の実施については被害だけでなく、企業活動の再開の目安とな

る高度情報通信網を含むライフラインの復旧見込みの時期についても

明らかにされたい。 

 

 

２．発生確率の高い東海・東南海・南海地震について府内での影響評価や対策 

の具体化 

 

① 京都市を含む府南部の３川合流地帯では広域的に液状化現象が見込ま

れる。液状化の発生が想定される地域、液状化地域におけるライフライ

ンの想定復旧時期を具体的に示されたい。 

② 企業の自主的な火災、倒壊、液状化対策実施支援のための税の減免措置

などを検討されたい。 

③ 高速道路網や新幹線、在来線、空港など企業活動を継続する上で不可欠

な広域的なネットワークへの影響について被害想定において明らかに

されたい。 

 

 

３．地域防災計画の見直しにおける企業活動継続に関する内容の充実 

 

① 災害発生時の企業活動の緊急非常時体制の一元化、維持・再開のための

司令塔を明確にし、企業に対して適切に情報を提供できる体制とそれを

可能にする堅牢な設備について計画に定めることを求める。 

② ライフラインの復旧については、工場など生産拠点の集積地から優先的

に実施するという方向性を明確に示されたい。 

③ 民間企業においても業務継続のためにＢＣＰ（事業継続計画）に対する

関心が高まっている。中小企業を対象としたＢＣＰ策定支援を求める。 

④ 災害発生時の被災企業への金融・経営支援についてその制度や適用事例
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などを事前から分かりやすく周知されたい。 

⑤ 金融・経営支援策については、手続きの煩雑さ・時間が必要となるなど、

企業にとって使いにくい面も存在する。経済団体と連携したワンストッ

プ相談窓口を整備して、迅速で簡単に利用できる仕組みの構築について

計画に定めることを求める。 

⑥ 災害発生時に被災した産業支援のために仮設工場、仮設店舗の設置につ

いて計画に定めることを求める。 

 

 

４．京都府、京都市とその他の府内の市町村や近隣自治体が常に連携を深め、 

いざという時に一元的に活動できる体制の整備 

 

① 被災企業に対する支援の格差、対応の時間差が生じないようにしてほし

い。 

② 地域防災の主体は市町村だが、大震災は広域的な影響が避けられない。

特に広域的な液状化が心配される宇治市、久御山町など関係自治体への

協力体制を強化されたい。 

③ 関西広域連合でも防災計画を策定する方針であるが、策定作業にしっか

りかかわり、有事の際のスムーズな相互応援の仕組みづくりや近隣ブ 

ロックとの連携体制を構築してほしい。 

 

 

５．観光客らを含む帰宅困難者対策の企業、経済団体と一体となった具体的な 

検討 

 

① 京都府内の観光客数は年間7,600万人にのぼる。京都の観光イメージを

守るため、観光客がいたずらに混乱しないような対策を講じてほしい。 

② 府内で働く府外在住者が帰宅困難者となった場合、住民向けの避難所で

温かく迎える体制を整えるとともに、ホテル、旅館のほか社寺、公的機

関など既存の施設を活用した宿泊・休憩所を帰宅困難者向けに整備され

たい。 

③ 帰宅手段を明確にして、観光関連企業などへの情報提供を迅速に行うと

ともに、駅周辺やターミナル拠点に情報ステーションを整備して帰宅困

難者に必要な情報を提供してほしい。 

 

 

以 上 
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